
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

懸

と

医

域

 

る

力

ア

  

 

一

域

第１章

１ 

２ 

（地

１ 

産

て

情

 

２ 

な

合

 

３ 

等

こ

住

は

（提

地域

今後、高

懸念される

高齢で医

とによって

医療・介護

域包括ケア

 
 

団塊の世代

高齢者が大

力低下や、認

アシステムの

地域包括ケ

一体となって

域包括ケアシ
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地域包括

地域包括

地域包括ケ

 各地域の

本県の各

産業なども

て構築すべ

情に合った

 自助、互

今後の急

な支援や保

合っていく

 住民に情

地域包括

等が必要に

ことが望ま

住民の参加

じめに 

言の目的）

地域包括

包括ケア

高齢者人口の

。 
医療や介護等

て、尊厳を保

・予防・生

システム」

代が７５歳

大幅に増加

認知症高齢者

の構築に着

ケアシステ

て取り組ん

システムの

括ケアシステ

括ケアシステ

アシステム

の実情に合

各地域の状況

も大きく異な

べきものであ

た形をつく

互助を含め

急速な高齢化

保険制度で賄

ことが必要

情報提供し

括ケアシステ

になったと

まれる。その

加を得て構築

 

括ケアシス

アシステム

の増加に伴

等が必要な

保持しなが

生活支援・住

が必要と

歳以上となる

加し、ひとり

者の大幅な

着手する必要

テムを構築す

んでいく必要

のあるべき姿

テム構築の

テム構築の

ム構築に当

った形で構

況は、都市

なっている

あり、各地

り上げてい

、地域全体

化の進行を

賄うことは

要である。

、システム

テムについ

きの生活の

のために、

築していく

ステムとは

ム構築に向

伴い、高齢者

な状態になっ

がら、自立し

住まいが地

なる。 

る平成３７

り暮らし高齢

な増加も予

要がある。

するには、

要があり、

姿、構築の

の意義 

の緊急性 

たっての基

構築する 

市部から山

る。地域包

地域では、

いくことが重

体で支え合

を考えると

は困難であ

 

ム等につい

いて住民が

のあり方や

システムを

くことが求め

向けた提言

者の病院へ

っても、適

した日常生

域において

年に向けて

齢者等の急

測され、で

 

市町村を始

その取組が

の進め方等

基本的な考

間地まで千

括ケアシス

十分に話し

重要である

う 

、高齢者に

り、自助、

て啓発する

十分理解し

、最期の迎

を構築する

められる。

言 ≪概要

への救急搬送

適切なサービ

生活の継続が

て切れ目な

て、医療や介

急増による家

できる限り早

始め関係者

が着実に推

について明

え方）

千差万別で

ステムは、

し合い、自

る。 

に必要なニ

互助を含

る 

した上で、

迎え方等に

段階から住

 

要版≫ 

送が相次ぐ

ビスを利用

が図られる

く提供され

介護等を必

家庭におけ

早期に地域

者が認識を

推進される

明らかにす

であり、社会

地域の実情

分たちの地

ニーズをすべ

含め地域全体

自らが医療

について考え

住民に情報

ぐことが

用するこ

るよう、

れる「地

必要とす

ける介護

域包括ケ

共有し、

よう、地

る。 

会資源や

情に応じ

地域の実

べて公的

体で支え

療や介護

えておく

報提供し、
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○

本県は、市

いう特徴が

構築する必

現状の問

在宅の高

に提供され

宅の高齢者

ている。ま

高齢化等

章 本県の目

現状の問

○ 目指すべ

市町村によっ

があり、各地

必要がある

問題点 

高齢者に対し

れる傾向があ

者が入院する

た、予防

等における本

目指すべき姿

問題点と目指

べき姿 

って高齢化

地域では自

。 

し、医療と

あるととも

ると、退院

（健康づく

本県の特徴

姿 

指すべき姿

化率や要介護

自らその状況

介護が異な

もに、地域に

院できずに転

り）等も十

徴 

姿 

護認定率な

況をよく考

なる制度に

に在宅医療

転院や施設

十分行われ

などの地域差

考え、地域包

によってとも

療が普及して

設入所する等

れていない。

差が非常に

包括ケアシ

もすればバ

ていないた

等の問題が

。 

に大きい

システム

バラバラ

ため、在

が発生し

 



 

 

 

 

（１）システムのマネジメント 

システムのマネジメントは、市町村、地域包括支援センター、地区医師

会が協力して行うこととし、それぞれの役割は地域において定める。いず

れにしても、市町村は、システム構築において中心的な役割を担う。 
 

（２）ＩＣＴ（情報通信技術）の活用 
関係者の連携を図り、対象者に適切なサービスを提供するためには、関

係者間の情報の共有が必要であり、その手段としてＩＣＴの利活用が期待

される。 

県内では、「電子連絡帳＠システム」を使用した情報共有の取組が広がり

を見せている。 

 

（３）必要な人材の確保 

市町村及び地域包括支援センターにおいて、専門知識を有する職員を育

成するため、あいち介護予防支援センターによる研修や、適切な人事ロー

テーション等に配慮する必要がある。 
サービスの提供に関わる介護・看護人材の確保策を実施するとともに、

地域の元気な高齢者に生活支援の担い手として活躍してもらうことが必要

である。 
 

（４）生活支援 

ボランティア、住民組織、民間事業者等、生活支援サービスの担い手を

支援する体制の充実・強化や、地域での見守り活動を推進する必要がある。 

 

（５）住まい・住まい方 
在宅生活継続の土台となる住まいについて、自らによる介護環境整備が

重要であるとともに、低所得の要介護者向けの住まいを確保する必要があ

る。 
 

（６）分野ごとの課題と方策 
    ① 医療 

課  題 方  策 

在宅医療に取り組む医師等の

数を増やすため、従事者の負担

を軽減する必要がある。 

地区医師会が、在宅療養支援診療所を活用

しながら医師のグループ化（主治医・副主

治医制）や夜間・休日の連絡先を確保する。
 
 
 

② 医療と介護の連携 

課  題 方  策 

関係職種の間で互いの顔が見

える関係をつくることが重要。

地区医師会、市町村等が多職種を対象に研

修会（事例検討会等）を開催する。 

 
 
 

２ 地域包括ケアシステム構築の課題と方策 
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③ 介護

健康づく

に参加す

要がある。

④ 住ま

低所得の

を確保す

⑤ 認知

認知症の高

機関（診療

療を受け

要がある。

介護うつ

いよう、家

を図るこ

ステムを構

地域の社

社会資源

地域ケア

地域での

基盤等の

上は、ＰＤ

中学校区や

、地域包括

章 システム

構築の手

対象区域

護・予防・

課  題

りや介護

する高齢者

。 

まい 

課  題

要介護者

る必要があ

知症対策 

課  題

高齢者が、

療所、一般

られるよ

。 
つや虐待に

家族介護者

とが重要。

構築にするに

社会資源及び

源を構成す

ア会議等の開

の課題の抽出

の整備 
ＤＣＡサイ

や日常生活圏

括支援センタ

ム構築の進め

手順 

域 

生活支援

題 

予防の取組

を増やす必

題 

向けの住宅

ある。 

題 

身近な医療

般病院）で医

うにする必

つながらな

者の負担軽減

 

には、以下

び住民ニー

る関係機関

開催及び総

出・解決

クルにした

圏域を基本

ターの所管

め方 

組

必

市町村

い理由

ど魅力

ち介護

宅 県・市

の際、要

療

医

必

県医師

が認知

い、入

受け入

な

減

市町村

護者教

区医師

と協議

確保す

下の順に進

ーズの把握

関のネット

総合的な相談

たがって進

本としつつ、

管区域など柔

村が、高齢者

由を分析し、

力的なメニュ

護予防リーダ

市町村が、公

要介護者向

師会、市町村

知症の早期

入院が必要な

入れられる体

村が、家族介

教室や交流会

師会と市町村

議してレスパ

する。 

めていくこ

ワーク化

談の実施

めていく。

、システム

柔軟に区域

方  策 

者が介護予

、民間事業

ューを整え

ダーを活用

方  策 

公営住宅の

向け機能の付

方  策 

村等により

期発見や日

なときは一

体制を確保

介護者の会

会等を開催

村は、病院

パイト入院

ことが適当

 

ム構築に速や

域を捉える。

予防等に参加

業者を活用

える。また

用する。 

の建て替え

付加を検討

り、かかり

常的な診療

一般病院が

保する。 
会等と協力

催する。ま

院（有床診

院が可能な

である。 

やかに着手

。 

加しな

するな

、あい

や改修

討する。

つけ医

療を行

円滑に

して介

た、地

療所）

病床を

手するた
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ステム構築

区分 

本人 

介護者 

地域住民 

自治体 

事業者等 

下の対象者

元気な高

要介護認

寝たきり

脳卒中等

町村の取組

て中心的な

また、今後

示する。 
地区医師

訪問看護

医療・介

認知症対

域包括ケア

するもので

助・互助が

れ、要介護

お、市町村

点から適切

章 市町村に

章 費用負担

関係者の

対象者の

築に向け、

自ら健康づ

自らの心身

ＮＰＯ、社

市町村は、

医療・介護

者の状態ご

高齢者、要

認定を受け

り等で在宅

等で入院し

組の参考とな

な役割を果た

後大幅に増加

師会モデル

護ステーシ

介護等一体

対応モデル 

アシステムは

であり、今の

が果たす役割

護認定率の低

村は、介護保

切な評価を行

における地域

担についての

役割 

状態別対応

地域の多様

づくりに励

身の健康に

社会福祉協

地域包括

護関係者は

とに必要と

支援 

ており、慢

医療を受け

ている 

なるよう、

たす機関に

加すること

（都市部等

ョンモデル

提供モデル

は既存のサ

の状態のまま

割について

低下等を目

保険の保険

行うことが

域包括ケア

の考え方

応 

様な関係者

主

励み、見守り

気を付け、

協議会など、

括ケアシステ

は、連携しな

とされる主

慢性疾患を

けている 

在宅医療提

に着目し、以

とが見込まれ

等を想定）

ル（山間部

ル（法人グ

サービスを有

までいる方

て支援すると

指すべきで

険者として、

が必要である

アシステム構

者の期待され

主な役割 

りなどの互

介護者同

すべての

テム構築の

ながら適切

主な対応を示

患っている

提供体制の

以下の①か

れる認知症

 
等を想定）

ループ等を

有機的に結

方が社会保障

とともに、

である。 
、介護保険

る。 

構築のモデ

れる役割を

互助の支え手

士相互に支

住民が相互

中心的な役

なサービス

示す。 

るが、通院

の整備と医療

から③に掲げ

症への対応

 
を想定） 

結びつけ、効

障費は増大

介護予防や

険事業の将来

デル 

を示す。 

手となる。

支え合う。

互に支え合

役割を担う

スを提供す

院等は可能 

療・介護の

げる３つの

として④の

効果的に高

大すると思

や健康づく

来的な持続

 

 

合う。

。 

する。

の連携に

のモデル

のモデル

高齢者を

われる。 
くりに力

続性とい
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ま と

宅で暮らし

本人・家族

ステムが県

区分 

人・家族 
か
が
こ

域住民 日
こ

療・介護
ービス

従事者 

本
種
こ

区分 

町村 

・ 
を
ス

・ 

・ 

県 

・ 
の
の
他

・ 

国 

・ 
る

・ 
支
け

県民 

・ 

・ 

・ 

章 普及啓発

と め 

し続ける選

、地域住民

県内各地域

かかりつけ
が必要にな
ことができ

日頃から地
こと 
本人が望む
種が互いの
こと 

システム
を認識し、
ステム構築

地域支援

基礎自治

提示した
のための事
の確保まで
他の地域に

システム

地域包括
るよう、人

市町村が
支援などの
け撤廃、緩

自ら健康

自らの最

地域で積

発 

択肢がある

民、事業者の

域で速やかに

け医を持ち定
なった場合で
ること 

地域社会との

む療養生活を
の専門性や立

構築におい
地域の関係
に取り組む

事業の充実

体として自

たモデルにつ
事業（医療と
段階的に実
その状況を

の中で高齢

括支援センタ
員・財源確

が創意工夫に
地域支援事

緩和する。

康づくり、介

期の迎え方

積極的に支え

ることや、

の理解を得

に構築され

主な普及

定期的に健
でも適切な

の関わりを

を実現する
立場を尊重

取り組む

いて中心的
係者と一体
む。 

実に対して

自助の活用

ついて、モ
と介護の連
実施する 3
を示して取

齢者を支え

ターが、そ
確保などの

に富んだ取
事業に係る

介護予防に

方について

え合いの一

自助・互助

得るため、普

れるよう、改

及啓発の内容

健診を受診す
なサービス

を保ち、近

るための情報
重し、連携

むべきこと

的な役割を担
体となって、

て積極的に対

、互助の組

モデル地区
連携から、予
3 年間のモ
取組を促進さ

えていく人材

その役割を十
体制整備に

取組ができ
る事業費の上

に努め、健康

て考え、周囲

一員となる。

助の役割の重

普及啓発を行

改めて次の

容 

することや
を利用して

隣同士で互

報提供の重
してサービ

担うべき立
、できる限

対応する。

組織化に努

を設定して
予防、生活
デル事業等
させる。 

材を育成す

十分に果た
に十分な支

るよう、介
上限等の規

康寿命の延

囲にも伝え

 

重要性など

行う必要が

のとおり提言

や、医療や
て自宅で暮

互いに助け

重要性や、
ビスを提供

立場にある
限り速やか

 

努める。 
てシステム
活支援、住
等）を実施

する。 
たすことが
支援を行う。

介護予防や
規制をでき

延伸を目指す

えておく。 

どについ

がある。 

言する。 

や介護
暮らす

合う

多職
供する

こと
にシ

構築
まい

施し、

でき
 

生活
るだ

す。 


